














































































































































































































































































































































































































































































1988年 6,184,947 6,104,151 80,796
1989年 5,989,823 5,883.903 105,920
1990年 5,997,336 5,831,212 166,124
1991年 5,912,404 5,753,379 159,025
1992年 5,833,114 5,667,646 165,468
1993年 5,105,448 5,017,656 87,792
1994年 4,552,638 4,460,292 92.346
1995年 4022,962 3.790,809 232,153
1996年 4,087,605 3,711,718 375,887
1997年 5,010,035 4,553,168 456,867
1998年 5,015,326 4,528,875 486,451





































１ ニュージーランド 116,880 香港 95,366 ニュージーラ ド 101,305 ＵＳＡ 139,153
２ 香港 59,820 ニュージーラ ド 91,842 香港 66,765 ニュージ ラ ド 120,995
３ ＵＳＡ 44,005 ＵＳＡ 36,805 ラ ド 47,859 ＵＡＥ 34,850
４ チリ 24,312 チリ 35,200 ペルー 40,452 ペルー 30,334
５ ＵＡＥ 19,660 ロシア 30318 チリ 29,989 ド 28,637
６ ジャマイ 19,280 ジャ 27,086 スリランカ 29,066 カ 23,903
７ 16.878 ペルー 26,206 29,059 ギリ 20,069
８ ミャンマー 16,857 ラ ド 24,320 ＵＳＡ 27,393 オー ラリア 18,174
９ ングラディシュ 13,630 ＵＡＥ 23,352 ジ 19,724 カナダ 15,718
1０ ロシア 12,828 スリランカ 20,638 キプロス 19,568 15,603
11 キプロス 11,139 キプロス 15,720 ロシア 19,011 ア 14,549
1２ ラ ド 7,146 バングラディシュ 10,617 アルゼンチン 14,842 香港 12,814
1３ シンガポール 7,115 フィリピン 10,379 ギリ 13,335 キプロス 12,440
１４ フィリピン 5,223 ミャンマー 8.746 ケニヤ 9,459 チリ 10,995
１５ ペルー 5,137 北朝鮮 7,546 オーストラリア 9,013 台湾 8,193
1６ ア 5,001 シンガポール 6,955 パキスタン 7,113 フランス 7,948
1７ 6,770 バ ラディ 6,865 7,147
１８ オーストラリア 6,368 フランス 6,195 ゼンチ 7.115
1９ マレーシア 6,236 パナ 6,029 インド 7,077
2０ ケニヤ 6207 オランダ 5,574 バ ラディ 6,759























































































































































～2003.3 2,213 732,744 7,205 739,949 336,018 541 336,559 274,481 167 1,353,369 2,096,701 64.5％
35％ 16％ １３％ 100％
2002.4～
2002.9 1,401 381,230 8,204 389,434 289,125 825 289,950 386,592 227 1,067,604 L861,753 57.3％
2001.10
～2002.3 1,854 117,460 14,089 131,549 287,103 1,410 288,513 467,990 367 890,273 L996,982 44.6％
2001.4～
2001.9 1,408 11,071 8,035 １９，１０６ 240,075 815 240,890 390,640 １２８ 652,172 1,908,592 34.2％
2000.10
























































































鼬｣鍵Hirhi ’３－J？ ガソリン税150 自賠責保険(強制保険） 軽自動車税９５打泪呵ｕ５ｴF1宝r＝１，ｍ UDD
凡例
ロ…鎚脇）
[コーポ…
“⑰４８４９日○５１唾５３“５０“５７５８５０６００１唾Ｂ３兄２コ４５０７ＢＤＵＯＵＵ
年広G主)１運燗日省「自動車鞄選廻｢叶年４ｍにより作成した．
駐)２種目助軍は除く．
（大気汚染法令研究会，2001,18）をもとに作成
￣￣￣￣￣￣■■￣￣ロ0
8自賠責保険一■－■
Ｉ（強制保険）
※消費税及び地方消費税
（注）自動車鼠駐税の2/3は国の一般財源（ただし８割は国の道路特
定財源)，ｌ/3は地方の道路特定財源である。
(国士交通省自動車交通局，2003,84）
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低公害車政策とその問題点（志水） 1１７
い。先述の自動車グリーン税のように税収の減少
を理由に認定車両を減らすなど，車両台数の削減
は税収にも影響を与えるため言及されていないこ
とが分かる。
究極的には，自動車の総量と走行量を減らして
いくことが重要となる。走行量の削減は，自動車
NOx・ＰＭ法の背景にも記述されている（環境省・
国土交通省，２００３，１）。
指定を受けた一酸化炭素等発散防止装置を備えた
自動車（乗用車，軽量車，中量車，重量車及び軽
貨物車）であって，その自動車や一酸化炭素等発
散防止装置を政策または輸入する者から申請の
あった者」（国土交通省：ａ）であり，改造自動車
は含まれていない。
国士交通省は2001年３月に公表した「低排出ガス
車認定実施要領の改正に係るパブリックコメント
の募集の実施結果について」（国土交通省：ｃ）の
中で，改造自動車も低排出ガス車認定を取得でき
るようにしてほしいとの要望に対して次のように
回答している。
（４）制度ごとに異なる測定基準と政策の不透明性
排出ガス（NOx，ＰＭなど）を検査する場合，制
度ごとに測定基準が異なっている。例えば低排出
ガス車認定実施要領では，車種に応じて耐久走行
距離を走行した後に，それぞれ運転方法（10／１５
モード，ガソリン13モードなど）により運行する
場合に発生する排出ガスの排出量を測定する（国
土交通省：ａ）。
低排出ガス車認定制度は，排出ガス性能の良い
自動車を大量に普及させるために制定した制度で
あり，長期にわたって一定の品質が確保される自
動車が量産されることを念頭に置いています。
このため本制度では，大量に生産されることを
前提に，長距離走行後を含めた排出ガス性能が一
定の基準を満たしていることを確認している型式
指定自動車及び装置指定自動車を対象としていま
す。
(表5）低排出ガス車認定実施要領における耐久走行距離
型式を取得できなければ，排出ガスが従来のガ
ソリンや軽油に比べてたとえ格段にクリーンで
あっても，低排出ガス車とは「認定されない」の
である。例えば，LPG車は自動車メーカーが生産
するものと，後改造を行うものに大きく分けられ
る。後改造のLPG車は，ガソリン車にLPGキット
を組み込んで改造を行う（財団法人エルピーガス
振興センター，2000,48-52）。従って，メーカー
が生産したLPG車は基準を満たしていれば低排出
ガス車に認定される可能性はあるが，後改造の
LPG車は認定されないことになる。
また，自動車が「大量に生産される」というこ
とは，購入→消費というプロセスを経る際に台数
や種類に応じた税金の徴収が可能となることを意
味する。一方ではＮＯｘ・ＰＭ，二酸化炭素などの排
出規制を調っておきながら，他方では低公害車を
大量に生産させ，それにより自動車に関わる税収
備考
軽量貨物車：車両総重量が1.7トン以下のトラックバス
中量貨物車：車両総重量が1.7トン超、3.5トン以下のトラック・バス
重量貨物車：車両総重量3.5トン超のトラック・バス
（国士交通省自動車交通局，2003,157）
これに対して，八都県市指定低公害車制度で
は，初期値（自動車を初めて走らせた時に測定し
た排出ガスの値）を基準にしている。従って，八
都県市指定低公害車制度では「超低公害車」と認
定される数値であっても，低排出ガス車認定制度
では「超低排出ガス」に認定されない場合があ
る。
また，低排出ガス車認定実施要領では認定の対
象とする自動車は「型式指定自動車及び装置型式
自動車の種別 耐久走行距離 運行方法
乗用車、軽量貨物車
中量貨物車
軽貨物車
8万kｍ
(軽乗用車は６万km）
８万kｍ
６万kｍ
10.15モード及び
11モード
重量貨物車 25万kｍ Ｇ13モード又はDl3モード
社会環境研究第９号２００４．３118
ppl39-148社団法人日本芳香族工業会
梶谷修一2000.1.「自動車用燃料DMEの特性および
将来性」『LEMAjNo458pp3846社団法人日本
陸用内燃機関協会
環境省（編）２００３『環境白書」ぎようせい
環境省・経済産業省・国士交通省２００２「低公害車
ガイドブック」出版社未記載
環境省・国士交通省２００３『自動車NOx・ＰＭ法の手
引き」環境省
経済産業省資源エネルギー庁（編）２００１『みつめ
よう！我が国のエネルギー－エネルギー環境制約
を超えて－』財団法人経済産業調査会
国士交通省自動車交通局２００３「数字で見る自動車
2003』（社）日本自動車会議所
後藤新一・小熊光晴２００２「新クリーンエネルギー
として期待されるＤＭＥの実用化の課題と問題点」
『高圧ガス』第39巻第5号通巻386号ppl2-25高圧
ガス保安協会
財団法人エルピーガス振興センター２０００「LPGガ
ス消費機器実態調査報告書クリーン・カーとして
のLPG車の国際的動向』財団法人エルピーガス振興
センター
産経新聞朝刊2000年１月22日１０面
大気汚染法令研究会（監修）２００１「平成12年度
日本の大気汚染状況」ぎようせい
寺西俊一・細田衛士（編）２００３『岩波講座環境
経済・政策学第５巻環境保全への政策統合」岩波書
店
東京都環境局自動車公害対策部2002.3．「自動車に
関する規制等のあらまし』東京都環境局自動車公害
対策部
日外アソシエーツ（株）（編・発行）２００１『環境
問題情報事典第２版」紀伊國屋書店
日本工業新聞1999年３月24日９面
物流問題研究会（編）２００２「数字で見る物流
2002』（社）日本物流団体連合会
ポッシュ，ロバート（箸）小口泰平（監修）
（株）シュタール・ジャパン（翻訳）２００３『ポッ
シュ自動車ハンドブック』山海堂
毎日新聞朝刊1993年９月23Ｈ２６面
三崎浩士１９９８「エコカーは未来を救えるかｊダイ
ヤモンド社
村山正・常本秀幸１９９７「自動車エンジンエ学」
山海堂
山地憲治２００３「環境とエネルギー」「岩波講座
環境経済・政策学第５巻環境保全への政策統合』岩
波書店ｐｐ９－４０
吉野昇１９９９「絵とき環境保全対策と技術』サ
イエンス社
の増加を図る゜このようなシステム自体を改めな
い限り，排出ガス問題を根本的には解決しえない
だろう。
おわりに
ここまで見てきたように，低公害車政策は主に
排出ガス規制と低公害車導入に対する助成，代替
燃料の研究と自動車技術革新を軸に動いているこ
とが分かる。これらに加えて，現在解決を迫られ
ている問題点は次の4点である。
｢自動車総量と走行量の削減」
｢自動車燃料の多様化による化石燃料に対する
依存度の低減と，分散化によるエネルギーの
安定供給」
｢交通規制，渋滞緩和など交通体系の見直し」
｢諸制度，政策の提示の明確化」
これらは，現在の低公害車政策に不可欠であ
る。また，規制に関しては制度ごとに基準が異な
るなど，当事者以外には分かりにくくなっている
のが現状である。従って，多くの人々にその制度
や政策を明確に分かりやすく提示することが必要
となる。
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http://www・mlit・gojp/kisha/oldmot/kishaOO／
kohoOO/kisei9-41html（2003年８月31日取得）
▼国士交通省：ｂ－１ディーゼル自動車排出ガス規制
値の推移（重量貨物車の例）
http://www・mlitgo・jp/kisha/oldmot/kishaOO／
kohoOO/images/kisei9-4pdf（2003年８月31日取得）
▼国士交通省：ｃ低排出ガス車認定実施要領の改正に
係るパブリックコメントの募集の実施結果について
（2001年３月30日）
http://www､mlit・gojp/kisha/pubcom/kekka／
pubcomk-mot/pubcomkmot2html（2003年８月７日
取得）
▼国士交通省：。低公害車開発普及アクションプラン
（2001年７月11日）
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▼ホームページ，ＰＤＦファイル
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partmentofEnergy（アメリカエネルギー情報局）：
ａ（掲載年月日未記載）
「InternationalEnergyOutlook2003」
http://www､eia・doegov/oiaf/ieo/pdf/0484(2003)ｐｄｆ
（2003年６月17日取得）
▼経済産業省：ａ第１回総合資源エネルギー調査会新
エネルギー部会（2001年１月）
http://wwwmeti・gojp/report/downloadfiles／
glOl311jpdf（2003年９月２日取得）
▼経済産業省：ｂ産業構造審議会環境部会廃棄
物・リサイクル小委員会第１回自動車リサイクル
ＷＧ（2002年１０月31日）
http://www・meti・go・jp/report/data/glO615djhtml
（2003年９月２日取得）
▼経済産業省：ｂ－ｌ資料５中古自動車輸出の現状
について
http://www､metigojp/report/downloadfiles／
glOll9fjpdf（2003年９月２日取得）
▼経済産業省：ｃエネルギーの使用の合理化に関する
法律施行令の一部を改正する政令案の概要（2003年７
月25日）
http://www､metigojp/kohosys/press/0004296／
（2003年８月31日取得）
▼経済産業省：ｃ－１エネルギーの使用の合理化に関
する法律施行令の一部を改正する政令案
http://www､metigojp/kohosys/press/0004296／
Ｏ/O30725energypdf（2003年８月31日取得）
▼経済産業省：。次世代低公害車の燃料及び技術の方
向性に関する検討会」報告書（2003年８月８日）
http://www・metLgo・jp/kohosys/press/0004362/l／
O30808teikougaisyahtm（2003年８月９日取得）
▼経済産業省：「次世代低公害車の燃料及び技術の
方向性に関する検討会」報告書
概要（1枚紙）：。-１（PDF形式（18KB））
http://www・meti・gojp/report/downloadfiles／
g30808bjpdf（2003年８月31日取得）
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http://www・mlit・gojp/kisha/kishaOl/０１／
010711.hｔｍｌ（2003年８月２日取得）
▼国土交通省：ｅ超低ＰＭ排出ディーゼル車認定制度
の創設（2002年７月29日）
http://www､mlit・ｇｏｊｐ/kisha/kishaO2/09／
090729.hｔｍｌ（2003年８月14日取得）
▼国土交通省：ｆ超低ＰＭ排出ディーゼル車のステッ
カー（2002年８月30日）
ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ・mlit､ｇｏｊｐ/kisha/kishaO2/09／
090830.hｔｍｌ（2003年８月14日取得）
▼国士交通省：92002年度下半期の低公害車新規登録
台数（2003年５月21日）
http://www､mlitgo.』ｐ/kisha/kishaO3/０９／
090521ｈｔｍｌ（2003年６月15日取得）
▼国土交通省：9-1低公害車の登録状況
http://www・mlit・gojp/kisha/kishaO3/09/090521／
090521.pdf（2003年６月15日取得）
▼（財）省エネルギーセンター：ａエネルギーの使用
の合理化に関する法律（1979年６月22日法律第49号）
（掲載年月日未記載）
http://www・eccj・orjp/law/lawO20607html（2003年
８月31日取得）
▼（財）省エネルギーセンター：ａ－１エネルギーの使
用の合理化に関する法律施行令(改正2002年１２月27日）
http://www､eccj・orjp/law/img/ordinancepdf
（2003年８月31日取得）
▼みずほ産業調査：ａ「環境対応を巡る自動車産業の
動向一燃料電池を軸に－」（2002年）
http://www・mizuhocbkco・jp/pdf/industry／
lOO3-Olpdf（2003年８月19日取得）
